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◇ 審 査 内 容 

（16：08 開会） 

○委員長（前川敏春） ただいまより、総務文教常任委員会を開会いたします。 

 先ず、今日の委員会はですね、付託された陳情２件あります。その陳情に対しての審査

審議をしていきたいと思います。 

 先ず初めに、陳情第１号、「公契約に関する基本法の制定を求める意見書」の提出を求

める陳情書について審議をしたいと思います。 

 この陳情について、内容について少しお目通しします。 

 若干時間を割いてですね、その内容についてお目通しをしていただきたいと思います。 

 よろしいですか。 

 それでは質疑に入りたいと思います。 

 これに関してご意見ございませんか。 

 芳滝委員。 

○委員（芳滝 仁） この意見書の件につきましては、平成17年の産業建設委員会で同主

旨の意見書が審議され、採択をされております。内容が少し、公契約法の制定については

同じでありますけども、制定に際しては、厚生労働の基準と、労働関係法等の二つ目の文

言が新たに加わっているのが違うところであります。そういうところで、内容からして問

題のないことなんではないかなというような考えでございます。 

○委員長（前川敏春） 他に。 

 中橋委員。 

○委員（中橋友子） 意見でよろしいんですね。公契約に関する基本法の制定は、求める

動きというのはまだ、そうそう多くはないんですけども、全国で起きだしているというこ

とが一つと、それから、根拠になっているのが、４年前の国際批准、ＩＬＯ条約の中で打

ち出されていたということがあって、いろんな現状の公的な仕事に従事する者の条件の改

善につながる一つの手法としてだされているというものというふうに理解をいたしました。 

○委員長（前川敏春） 他にご意見ありませんか。 

（なしの声あり） 

○委員長（前川敏春） それでは、それぞれご意見をいただいたわけなんですけども、今、

この公契約に関する基本法制定を求める意見書については、それぞれ、ご意見が大体しつ

くしたという中でございます。そういう中でですね、それでは、討論に入りたいわけなん

ですが、反対討論される方いませんか。 

（なしの声あり） 

○委員長（前川敏春） 賛成討論ありませんか。 

（なしの声あり） 

○委員長（前川敏春） それでは討論を省略させていただきます。 

 それでは直ちに、採決に入らせていただきます。 

 陳情第１号、「公契約に関する基本法の制定を求める意見書」の提出を求める陳情書に

ついて、賛成の方の挙手をお願いいたします。 

（全員賛成） 

○委員長（前川敏春） 全員一致で賛成であります。 



 それでは、陳情第１号、「公契約に関する基本法の制定を求める意見書」の提出を求め

る陳情書については、採択といたします。 

 それではですね、次に、陳情第３号、「所得税法第56条の廃止を求める意見書」採択に

ついての陳情書を議題といたします。 

 若干時間を取りましてですね、お目通しをいただきたいと思います。 

（16：20 暫時休憩） 

（16：29 再開） 

○委員長（前川敏春） それではですね、休憩を解いて会議を再開いたします。 

 それぞれお目通しも頂いただろうというふうに思います。 

 それでですね、「所得税法第56条の廃止を求める意見書」採択についての陳情書につい

ての審査に入ります。 

 それでは質疑に入るわけでありますけども、ご意見等がございましたら。 

 中橋委員。 

○委員（中橋友子） 意見を申し上げたいと思います。 

 ここに書いてあります、所得税56条の廃止を求める意見書の陳情の要旨というところに

書かれてある中身が、そのまま、廃止を求める理由としての位置づけられて述べられてい

るというふうに理解をしているところです。 

 日本の税法は基本的には、能力に応じて税を払い、そして、個人に課せられるというこ

とから始まっているいんですけども、この所得税法の56条を紐解いてみますと、歴史は大

変古くて、戦後間もなくその法律が整備されていく中で、57条の以前にできたものだった

んですね。それで、ここに書いてあるように、56条は家族経営の事業所等の中で、これが

活用されてきたんですけども、経営者がいて、その奥さん、配偶者、あるいは子供さんた

ちと経営している場合にですね、この税法56条では、その家族の人たちが一緒に働いてい

いても、本当は一緒に働いていれば、労賃は対価として支給されるものというふうになっ

ているんだけども、この税の仕組みの中では、その配偶者の場合には86万円までの控除し

かしませよ、それから、それ以外の人は50万までしかしませんよというふうになっている

ものですから、結果としては、その家族の労賃の対価がこれ以下で抑えられてきたという

現実があるんですね。ただ、その後ろに57条があって、青色申告をやった場合には、そこ

が外されて認められるので、労賃対価としてきちっとお給料が払われているんだけども、

以前、この部分が残っているがために、ここがこれを活用している事業家の家族はいまだ

厳しい状況にあるという現実から、これはもうなくすべきじゃないかということですね。 

 それで、いまも、資料がまわされましてね、特にこの税を扱うのは税理士会なんですが、

そこが、例えば北海道は、全体でこれはなくすべきだという意見書を上げているというこ

ととですね、それから、もう一つね、古いんですが、こういった請願が国にも上げられて

いるんですね。国会請願が。それで、第72回の国会でこの主旨の請願がだされて採択され

ていると。それなのに、実際に手くわえられないで、放置されてきた。簡単に帳簿をつけ

ればやれるから、置いておいた方がいいんじゃないかというような程度でね、置かれてき

たというのが現実なんだと思うのです。 

 でも、実際にね、今、こういう税制は先進国の中で、残されているのは日本ぐらいで、

フランスやドイツやどこでも、そこはきちっと家族であっても労働の対価というのは認め



る。つまり人権を認めるということですよね。そういうことで、進んできているのが、世

界の趨勢でありますから、日本もこういった古い産物は、やっぱり目の前に出てきたとき

には、きちっと処理をして、そして、家族の労働も認めるような真っ当な税制度にしてい

くということが、大事だということで、出された陳情書というふうに理解をしているとこ

ろです。 

○委員長（前川敏春） この他にご意見。 

 前川雅志委員。 

○委員（前川雅志） ただ今の中橋委員のお話はよく理解できるところであります。 

 しかしながら、この町内というか、日本の中で、配偶者なり、家族なりに86万円ですと

か、50万円以上の、その少なくない給料を支出している白色申告のこういった事業主がど

れくらいいるか、つかめてはいないんですが、少なくない給料なわけですから、逆に言わ

せていただきますと、きちんと会社として使った経費ですとか、その人件費ですとか、き

ちんと整理していくということが、正しい会社としてのあり方なんではないかというふう

に思っているところでもありますので、そういったものは、青色申告ということでしてい

けば、ここにも書いてありますけども、そういったところも、経費として見ていただける

ということでありますので、正しい会社の経営としては、そういうことが望まれるのかな

というふうに思うところでもありますが、しかし、調べてみたい所もありますので、許さ

れるものであれば、少し時間をいただいて、もう少し、討論というか、時間をおいた議論

をさせていただければありがたいなと思います。 

○委員長（前川敏春） 今、前川雅志委員からですね、もう少し、いろいろ検討、また調

べてみたいというご意見がございました。 

 そういうことであればですね、どういう判断に立ったらよろしいのかなということです

が。 

 休憩を取ります。 

（16：36 暫時休憩） 

（16：38 再開） 

○委員長（前川敏春） それでは休憩をときまして会議を再開させていただきます。 

 それで、先ほど前川雅志委員の方からですね、今、いろいろそれぞれ、まだまだ資料、

いろんな資料を見ながらですね、少し検討をしてみたいという意見がございました。 

 それですね、一応、今日は、この程度で止めたいといいますか、この程度に抑えておき

たいと思います。 

 それですね、次回、19日のですね、３日目予算委員会が午後からなんですが、あれば、

その後にもう一度委員会を開いて、この件について審査をしていきたいと思います。 

 仮に予算委員会がなければですね、この総務常任委員会だけを開催させていただきます。 

 １時半くらいですか。それでですね、今日はこの程度に止めておきたいというふうに思

います。 

 それでですね、次にその他なんですが、所管事務調査項目についてということで、課長

の方から、説明をいただきたいと思います。 

○議事課長（仲上雄治） 所管事務調査項目についてということで、資料をつけさせてい

ただきました。これまでの事務分掌から、部、委員会に変更するというたたき台、あくま



でもたたき台ということで作ったものです。 

 これは、新たな事務が発生した時に、直ぐに対応できるようにを目指すものです。 

 それで、実際に所管事務を決めるときにつきましては、例えば、今、新しい改正条例案

で、各部を書いてあるんですが、例えば総務部に関する事項とという形になると、実際幅

が広すぎてわからなくなりますので、実際の所管事務としては、例えば、社会教育に関す

る事項等、具体的な項目を決めていただきたい。それとですね、合わせまして、何か急に

所管事務調査として、取り上げてもらいたい、あるいは取り上げたいという話題が出てき

たときのためにですね、その他所管に関する事項というようなことをですね、できれば、

毎回付け加えていただけると、さらに機能的に動けるのではないかというようなこともあ

りまして、あわせて検討いただきたいと思います。 

○委員長（前川敏春） 今ですね、課長の方から、所管事務調査についての、説明がござ

いました。総務常任委員会といたしましてもですね、今までは、それぞれ、各沢山の項目

の中から拾い出して、それぞれ閉会中の審査項目を出してきたわけなんですが、それでは、

なかなか、ちょっとした手違いによって、審査項目に載っていないとかで、できない場合

が今まで度々、私達の常任委員会もあったわけなんですが、これからですね、新たに新し

く条例を改正いたしましてですね、総務文教常任委員会の中の項目だけで、後は自由にそ

れぞれ閉会中であっても、それぞれ細かい項目に所管事務調査になるわけなんですけども、

大枠の項目であれば、どこでもそれぞれ委員の話の中で、どの項目についてでも調査がで

きるという形になるだろうというふうに思います。 

 そういうことで、総務常任委員会といたしましてもね、それぞれ三常任委員会があるわ

けですけども、この常任委員会といたしましては、こういう条例改正はいいんでないかな

と私も思っているわけなんですが、委員の方はどういうご意見がありますか。 

 若干休憩します。 

（16：44 暫時休憩） 

（16：47 再開） 

○委員長（前川敏春） それでは休憩をとして会議を再開いたします。 

 いずれにしても、各委員会の所管事務調査をやりやすくなるということですよね。 

 そういうことでよろしいですか。 

（はいの声あり） 

○委員長（前川敏春） 後、何かその他でございますか。 

（なしの声あり） 

○委員長（前川敏春） なければですね、以上を持ちまして、本日の総務文教常任委員会

を閉会いたしたいと思います。 

（16：47 閉会） 


